






















































































































































































































































































































プ レ ミ ア ム
増金（供給報奨金と平均市場価格の差額）等を送電線事業者に対して要
求できる。この割増金も同じく消費者が賦課金として負担する。2014年の「再生可能エネル
ギー拡張法」は，まず最終電力消費に占める割合の目標値を実質的に引き上げた。つまり
2020年までに「少なくとも」35％，2030年までに「少なくとも」50％，2040年までに「少な
くとも」65％，2050年までに「少なくとも」80％という野心的な目標である（１条）。
　　　次に，従来の供給報奨金制度から，直接市場化政策への転換である。「再生可能エネルギー
または坑内ガスによる電力は，市場統合の目的のために直接市場化されなければならない」
（２条２項）。この目的を達成する目標の柱は，年2500メガワットの陸上風力，2020年に全体
で6500メガワットの海上風力（2030年には15000メガワット），年2500メガワットの太陽光，
年100メガワットのバイオマスである（３条）。そのために，2016年１月以降に運転を開始し，
設備容量が最高500キロワットの発電施設，2015年12月以前に運転を開始し，設備容量が最高
100キロワットの発電施設以外の発電施設は，電力市場で直接販売なければならない（37条）。
市場割増金の最大の利点は，市場価格の変動に対応して販売でき，利益をより大きくできるこ
とである（これに加えて，直接市場化に要する必要経費等に対するマネージメント割増金，バ
イオマスによる需給に応じた運転に対する 柔
フレキシビリティ
軟 性 割増金もある）。こうして，2012年に「蛙
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飛び」で増えた市場割増金の申請者（直接市場化の供給者）は，2014年以降うなぎ上りに増
加し，「2014年には再生可能電力のおよそ52％，66テラワット時，86億ユーロ，が市場割増金
によって助成されている」（15）。そして2020年には80%になると予測されている（図18。なお，
この助成制度は，2017年から競争入札に移行する。２条５項）。
　　ⅲ）賦課金の抑制と「公平な負担」：まず電力価格の動向と構成要素を確認しよう。
　　　家庭用の電力価格は，2000年のキロワット時当たり13.94セントから2014年の29.14セントま
で一直線に上昇し，2015年にはじめて28.68セントに下がり，2016年１月は28.69セントである。
そして，その内訳（2016年）を見ると，再生可能エネルギー法の賦課金を含む税金等（熱電
併給助成の賦課金，電力網利用料金令第19条の賦課金，陸上責任賦課金，遮断可能負荷の賦
課金，自治体平地・道路利用許可料金，付加価値税，電力税）が54％，電力網利用料金がお
よそ25％，発電費用が21％となっている。その絶対額（2016年）はそれぞれ6.11セント，7.07
セント，15.51セントであり，税金等の内訳は高い順に再生エネ法賦課金6.354セント，付加価
値税4.58セント，電力税2.5セント，自治体利用料金1.68セント，遮断賦課金0.59セント
（2015/2016年），熱電賦課金0.445セント，19条賦課金0.378セント，陸上賦課金0.040セントと
なっている（図19，20）。
　　　図21は，再生エネ法賦課金の変化を示している。
　　　次に製造業者用の電力価格とその内訳（2016年）を見ると，キロワット時当たり15.44セン
ト，再生エネ法賦課金6.354セントである。そして2016年の賦課金総額の229億ユーロは，電力
の半分を利用する製造業者が72億ユーロを負担し，４分の１しか利用しない家計が79億ユー
ロを負担している。しかも電力費用集約製造業者には，国際競争力を維持する（つまり，電力
を含むエネルギー費用のせいで国外移転し，雇用が失われるのを回避する。76）という名目
で大幅な軽減措置がとられている（図22）。
　　　電力価格，とくに再生エネ法賦課金を抑制し，低所得者層（平均所得の60％以下）へ配慮
するとともに，「公平な負担」に近づけるために，議会の激しい論争を経て２つの大きな変更
がなされた。第１に，2012年再生エネ法で賦課金を免除されていた自家発電・自家消費の場
合にも，送電線網事業者に対して賦課金の30%（～2015年），35%（～2016年），45%（2017年
～）を支払わなければならない（61条）。元来，製造業では自前の発電所をもって自家消費す
るのが一般的だったが，数年来家計・中小企業でも増加し，2014年には純電力消費の約10％，
49.7テラワット時を占めるようになっていた。免除された賦課金は，2014年で27億ユーロと推
定されている（16）。
　　　第２に，電力費用集約企業（従来は電力集約製造業企業）に対する再生エネ法賦課金の軽減
措置がある程度厳しくされたことである。電力費用集約性とは，総価値創造に対する電力費用
の割合であるが，2012年法ではそれが14％以上の企業は，最初の年１ギガワット時までは賦
課金全額6.240セントを支払うが，それ以上の電力に対応する賦課金は軽減されていた（～10
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ギガワット時：10％，10ギガワット時超～100ギガワット時：１％，100ギガワット時超：0.05
セント）。2014年法では，①電力費用集約性あるいは貿易集約性の高い219部門が指定され（附
則4），②集約性は，2015年16％以上，2016年17％以上となる。１ギガワット時超の場合は一
律に15％を支払う（64条）。ただし，20％未満の集約性の場合には，賦課金は総価値創造の４
％を超えてはならない（「キャップ」）し，20％超の場合には最高で総価値創造の0.5％とする
（「スーパー・キャップ」）。③鉄道については年２ギガワット時以上で，集約性が20％以上の
場合に割引になる（65条）。
　　　その結果はどうであろうか。ドイツ輸出規制庁によれば，2015年は2209社（企業2000強，
鉄道120以上）が10万7000ギガワット時，48億ユーロの割引を受けたのに対して，2016年はこ
れまで2080社（企業1947，鉄道133）で10万5000ギガワット時となる（因みにそれ以前は，
2010年570社，８万ギガワット時強，2011年：603社，７万6000ギガワット時，27億ユーロ，
2012年：735社，８万5000ギガワット時，25億ユーロ，2013年：1716社，９万6000ギガワット
時，39億ユーロ，2014年：2098社，10万6000ギガワット時，51億ユーロの割引を受けている）。
つまり，軽減措置を受けている企業は，全ドイツ約４万5000企業のうち４％強に当たるが，
プログノス社によれば，全電力の39％を消費している（図23）。これが電力価格と再生エネ法
賦課金に対して，今後どのような影響を与えるのかは，現段階では定かではない。さらに，電
力価格を構成するその他の賦課金等の軽減措置（熱電併給助成，電力網利用料金，陸上責任，
遮断可能負荷，自治体平地・道路利用許可料金）も併せて考えると，いっそう不確定と判断せ
ざるをえない。
　　ⅳ）電力網の拡張と近代化：再生可能電力は，現在でも急速に伸びている（図24）。2014年に
は総電力消費に占める割合は27.4％であったが，2015年（暫定値）は32.6％である。その内訳
（2014年）は，陸上・海上の風力を会わせて9.7％，次いでバイオマスが8.3％，太陽光が6.0％，
水力が3.3％となっている。絶対値で見ると，161.4テラワット時を発電し，はじめて褐炭を抜
いて首位に立った。風力が57.4テラワット時（内海上風力は1.4テラワット時），バイオマス全
体で49.2テラワット時（最大のバイオガスが29.1テラワット時），太陽光が35.1テラワット時，
水力が19.6テラワット時，地熱が0.1テラワット時と続いている。（14～15）。
　　　2050年の目標である「少なくとも80％」まで拡張するとすれば，送電線網と配電網の拡張
が必須である。まず，北ドイツの風力電力を南の消費地に送電しなければならず，さらにヨー
ロッパ域内電力市場をつくって再生可能電力を費用効率的に統合し，供給の安定化を図る必要
がある。また分散的な再生可能電力を高圧送電線に送るためには配電網の拡張が不可欠である
（80）。
　　　まず，送電線網に関しては，2009年の「エネルギー回線拡張法」の計画，1876キロメート
ルのうち，建設されたのはわずか487キロメートル，26％にすぎない（図25）。また2013年の
「ドイツ必須計画法」の計画，3050キロメートルも始まったばかりである（図26）。原因は，
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住民の反対運動だ。「エネルギー転換」に賛成の人も，連邦や州，とりわけネット庁による説
明不足や押しつけ，架空送電線による景観破壊，電磁波の影響等を指摘している（その結果，
政府は地中化優先の方針を決定した）。もう１つは，原資として予定されている電力網利用料
金の値上げである（割高な地中化がそれに拍車をかける）。2014年のキロワット時当たり29.52
セントのうち，実に22％の6.47セントを占めている（年3500キロワット時を消費する家計の場
合。84）。　
　　　次に，地域圏の再生可能電力は，発電地域で消費されるのでないかぎり，高圧送電線に接続
しなければならない。また電力市場統合を進め，電力供給の安定化を図るためにも必要である。
同時にそれは，適切な需給調整を可能とするスマート・グリッドの活用と連携することによっ
ていっそう促進される。
　　　最後に，ヨーロッパの電力取引がシステム全体の効率を高めると同時に，供給を安定化させ
るのは言うまでもない（ただし，ドイツは全体としては電力輸出国である。図27）。ヨーロッ
パ「電力網同盟」がドイツのエネルギー転換を促進するだけでなく，ヨーロッパのエネルギー
転換にも発展させ，国際的プロジェクトを形成する重要な手がかりともなるだろう。
　　ⅴ）供給の安定化：再生可能エネルギーが発電施設の設備容量に占める割合は，2014年に46%
になった（風力38.3ギガワット時，太陽光38.3ギガワット時）。しかし，在来型のエネルギー
源による発電が，依然として74.2%を占めている（図28）。
　　　核脱却と再生可能電力の拡張を進めると同時に，化石燃料からの脱却をめざしながら，電力
は安定的に供給されなければならない。これはきわめて複雑で困難な課題であり，したがって
ドイツの政策は矛盾し錯綜していると判断せざるをえない。
　　　供給に関しては，まずバイオマスを中心とする熱電併給の強化がある。2016年の法改定に
よって，2020年までに25%拡張することが決定された（62）。
　　　次に，石炭と天然ガスの火力発電所が建設中であり，2019年までに5.1ギガワット時が完成
する予定である（64＊）。たしかに5.3ギガワット時の発電所が2019年までに廃止される予定で
あり（2015年10月現在），また2.7ギガワット時の褐炭火力発電所も，４年間で段階的に廃止さ
れる（65）が，石炭火力発電所が稼働し続ければ，「2020年までに1990年比で少なくとも40％
の二酸化炭素の排出を達成する」目標は明らかに達成できない。だから，天然ガスを「化石エ
ネルギーから再生可能エネルギーへの架け橋」（62）と位置づけ重視しているが，その90%を
ロシア，スウェーデン，オランダからの輸入に依存しており，しかも温室効果ガスや大気汚染
物質を排出することに変わりはなく，有限な資源なのである。
＊ドイツ・エネルギー・水事業連盟（2015年４月現在）によると，試験運転中の石炭火力2.582ギ
ガワット時，建設中が1.052ギガワット時，認可手続き中が1.0ギガワット時で，合計3.634ギガワ
ット時である。認可手続中の褐炭火力が1.760ギガワット時もある！
　天然ガス火力は，試験運転中0.445ギガワット時，建設中1.480ギガワット時，認可手続中（含認
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可済）5.885ギガワット時，計画中5.150ギガワット時で，合計12.960と最大である（https://
www.bdew.de/internet.nsf/id/76A71AB150313BB7C1257E26002AE5EB/$file/150413%20
BDEW%20Kraftwerksliste.pdf参照）。
　　　さらに，再生可能電力の拡張にとっても重要な蓄電に関しては，「現時点で確立され実証さ
れた唯一の蓄蔵形態である揚水式発電所」9.2ギガワット時がある（そのうち３ギガワット時
の発電所はルクセンブルクとオーストリアにある）が，およそ570メガワット時の発電所がル
クセンブルクとオーストリアに建設中である（64～65）。
　　　最後に，ヨーロッパ域内電力市場の連携の強化がある。ヨーロッパの送電線網事業者（アン
プリオン（ドイツ），オーストリア電力グリッド，エリア（ベルギー），クレオス・ドイツ（ガ
ス），テネット（ドイツ），スイス・グリッド2015，コンセンテック（ドイツ），r2bエネルギ
ー・コンサルティング（ドイツ））はドイツ，フランス，オーストリア，スイス，ベネルック
スを「電力の友人」と見なし，電力融通による調整効果が供給安定化に貢献することを確認し
ている（63）。だが，スウェーデンとの連携や「デザーテック」計画〔ローマクラブなどが中
心となってつくった，サハラ砂漠で太陽熱発電・太陽光発電を行い，アフリカとヨーロッパに
送配電する計画。小さなプロジェクトは実施されてきたが，2014年に中核の「デザーテック
産業イニシアティブ」，ドイツ銀行などが撤退した〕も含めて，ヨーロッパをこのようにドイ
ツの「エネルギー転換」の構成要素として強調すればするほど，「エネルギー転換」がドイツ
の「特殊な道」であり，「世界の模範」にはなりえないことを語ることにはならないか。
　　　次に熱部門：熱市場（とくに暖房，温水，プロセス熱）は，「最終エネルギー消費のおよそ
半分を占めている〔建物部門の35％を上回る！〕から，「ドイツのもっとも重要なエネルギー
消費部門である」（19）。そして，2020年の14％目標に対して，2014年にはすでに12％を達成
している。しかし，2020年以降の目標も提示されていない。しかも2015年３月の「熱市場に
おける再生可能エネルギー利用措置を促進する指令」にもかかわらず，遅々として進んでいな
い。なぜなのか，深く研究すべきである。
　　　最後に交通部門も進展が見られず，わずかに5.6％である（2014年）。ここでの目標は，2009
年のヨーロッパ連合指針で規定された2020年までに10％である。バイオ燃料，非バイオ起源
再生可能燃料，電気自動車と鉄道への再生可能電力の利用によって達成できるとされるが，バ
イオ燃料には本質的な限界（食料生産の優先，生態系の保全）があることに加え，電気自動車
も難点（充電ステーション，価格，走行距離等）を克服していない。世界自然保護基金ドイツ
等の「気候保護計画2050」でも充分な対策が講じられているとは言えない（資料15）。
※本稿の作成にあたっては，社会学部４年生，西嶋みなみ，同３年生，石川舞花，両君の協力を得
た。
